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6．災害時用医薬品の備蓄体制に関する研究
（衛生学公衆衛生学（環境・産業医学分野））
 中島範宏　
　〔緒言〕災害時の医療活動を円滑に行うためには被災地
の備蓄医薬品の使用が有効だが，災害用の医薬品備蓄は
医療機関への負担が大きいという報告がある．地域社会
全体での備蓄体制を検討するために，現状と課題につい
て把握する必要がある．〔対象と方法〕Web アンケート
を行った．対象は医師，薬剤師，介護職，向精神薬服用
の市民，慢性疾患薬（2型糖尿病，高血圧，気管支喘息，
アトピー性皮膚炎）の服用市民である．回答者属性，備
蓄・残薬状況，自然災害発生時の 2次災害リスク（火災
の延焼，津波等）について質問を行った．〔結果〕医師と
薬剤師ともに職場で備蓄すべき医薬品として多いのは，
外傷処置用医薬品，慢性疾患系医薬品，向精神薬，感染
症系医薬品であった（p　＜　0.05）．市民の半数以上に残
薬が生じており，約 3割が災害のために備蓄を行ってい
た．介護職は慢性疾患系医薬品，向精神薬を備蓄すべき
という回答が多かった（p　＜　0.05）．また，2次災害リス
クがある市民は有意に備蓄を行っていた（向精神薬
p　＜　0.001，慢性疾患薬p　＜　0.01）．〔考察〕市民による
備蓄や残薬の存在が明らかとなり，薬局の関与が重要と
考えられた．特に高齢者・要介護者への服薬指導は災害
時にも有効である．医薬分業により医療機関は医薬品在
庫が少ないため，災害時の医薬品供給における薬局への
期待は大きい．〔結論〕今後は，地域共生社会の一員とし
ての薬局が果たす役割と使命について地域経済循環分析
を通じた検討を試みる．
7．‌IgG4関連疾患マウスモデルにおける細菌抗原の役割
（1微生物学免疫学，2膠原病リウマチ内科学，4消
化器内科学，3早稲田大学先進理工学部生命医科
学科） 柳澤直子1・樋口智昭2・上芝秀博1・
大町聡子3・大坂利文1，3・清水京子4　
　IgG4 関連疾患は高 IgG4 血症と IgG4 陽性形質細胞の組
織浸潤を特徴とする慢性疾患である．標的臓器は多岐に
わたり，自己免疫性膵炎，ミクリッツ病，硬化性胆管炎，
後腹膜線維症，間質性肺炎の一部などもIgG4が関連した
共通の全身性病態ととらえられている．IgG4 関連疾患の
発生機序として，微生物の関与を示唆する知見が近年積
み重ねられつつある．病原体パターン分子の接種による
自己免疫マウス実験の先行研究などから，自然免疫応答
が自己免疫を促進することが示唆されているが，詳細は
不明である．臨床検体を用いた我々の既往研究では，高
IgG4血症を伴う自己免疫性膵炎患者は非病原性大腸菌に
対する抗体産生を来たすことが見出された．マウス接種
実験としてC57BL/6マウスへ非病原性大腸菌を8週間腹
腔内接種したところ，膵炎と高 γグロブリン血症が認め
られた．RAG2－/－マウスへ膵炎マウスの脾細胞を移入し
たところ，ドナーT細胞の浸潤による膵炎像が認められ
た．ヒト IgG4 に相当する IgG1 の沈着を伴うリンパ球浸
潤と線維化が非病原性大腸菌接種により生じた．膵炎モ
デルにおける大腸菌抗原はMALDI TOF/MSにより鞭
毛蛋白と外膜蛋白が検出された．鞭毛蛋白接種により膵
炎と唾液腺炎，外膜蛋白接種により涙腺炎と唾液腺炎が
生じ，抗核抗体および抗SSA抗体の産生を認めた．以上
の結果より，IgG4 関連疾患マウスモデルにおいて細菌表
層抗原が複数臓器に形成される外分泌腺炎の病態に関連
する可能性が示唆された．
8．交通事故被害者の被害実態と日本における支援
（日本語学） 辻村貴子　
　交通事故は事故に遭遇した本人だけでなく本人が死亡
した場合には遺族が事故による死別から精神的健康に問
題を生じる可能性がある．被害からの快復に向けた支援
のあり方が模索され続けている．
　交通事故被害者本人を対象に事故後のPTSD発症を測
定する前向き研究では，国内で事故後約 1か月の時点で
8％，事故後 6か月の時点で 9％の PTSD発症者がいた．
交通事故に遭遇した被害者本人ではなくても，事故で家
族を亡くした遺族の場合，全般的に精神健康状態が不良
であり，事故による死別後，PTSDだけでなく複雑性悲
嘆の症状が見受けられることも被害の特徴である．過去
の研究では対象，症状の測定に用いた尺度の違いなどか
ら幅があるものの 17％～75％の遺族が PTSDの症状を，
6％～61％の遺族が複雑性悲嘆の症状を呈しており，いず
れも一般人口中の有病率（PTSD：0.7％，複雑性悲嘆：
2.4％）と比較して，交通事故被害者遺族の有病率は明ら
かに高い．
　現在，交通事故被害者らに対して，省庁主導トップダ
ウン型の支援のほか，被害者支援センター，自助グルー
プ等による支援活動が行われている．事故後早期からの
援助開始が可能となり，リーフレット類を用いた積極的
なツール活用等，行われている支援に対しては一定の評
価ができる．
　様々な支援がなされつつある中で，被害者自身による
支援の実効性評価が求められており，特に急性期での支
援が，被害者の精神健康面で長期予後の改善につながっ
ているか否かの研究が求められる．
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